
 

第1号様式(第6条関係) 

審査基準・標準処理期間整理票 

処分の内容 介護給付費等の支給決定の変更 

根拠法令及び条項 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律(平成十七年十一月七日法律第百二十三号)第24条第2項 

審
査
基
準 

■有(第3条第1項に該当する場合を含む。) 

□無(根拠：第3条第2項第 号に該当) 

公表 ■する □しない(公表しない場合の根拠：第7条第2項第 号に該当) 

【内容】(※審査基準を公表する場合のみ記載すること。) 

「介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）」 

P84「11 支給決定又は地域相談支援給付決定の変更」参照 

審査基準 

設定年月日 
平成18年4月1日 

審 査 基 準 

最終変更年月日 
平成26年4月1日 

標準処理期間 

■有(第5条において準用する第3条第1項に該当する場合を含む。) 

  期間( 30日～60日 ) 

□無(根拠：第5条において準用する第3条第2項第 号に該当) 

標準処理期間 

設定年月日  
年  月  日 

標準処理期間 

最終変更年月日 
年  月  日 

所管部署      福祉部 障がい福祉課 

備考  

注 審査基準が法令に具体的に規定されているため審査基準を設定する必要が

ない場合は、その旨及び当該法令の定めを審査基準の内容欄に記載すること。 
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10 支給決定又は地域相談支援給付決定（却下決定）の通知 

  市町村は、支給申請について、支給又は却下を決定した場合は、その旨及び必要な事

項を申請者に通知しなければならない。 

なお、計画相談支援プロセスの効率化のため、受給者証又は支給決定の写しを利用者

等の同意の上、直接市区町村から指定特定相談支援事業者にも送付すること。 

（１）支給決定又は地域相談支援給付決定通知書の記載事項の例 

  ア 障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証番号 

  イ 支給決定障害者（保護者）又は地域相談支援給付決定障害者氏名 

  ウ 支給決定に係る障害児氏名（地域相談支援を除く。） 

  エ 支給決定又は地域相談支援給付決定日 

  オ 障害支援区分及びその有効期間（別に通知する場合を除く。介護給付及び訓練等

給付（共同生活援助に係るものに限る。）のみ。） 

  カ 支給決定に係る障害福祉サービスの種類、内容及び支給量又は地域相談支援給付

決定に係る地域相談支援の種類、内容及び地域相談支援給付量 

  キ 支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間 

  ク 利用者負担上限月額及びその適用期間（地域相談支援を除く。） 

  ケ 特定障害者特別給付費の額及びその適用期間（施設入所支援、共同生活援助、重

度障害者等包括支援に係る支給決定において当該申請が併せて行われている場

合） 

  （コからシまでは、療養介護の場合に記載する。） 

  コ 公費負担者番号 

  サ 公費受給者番号 

  シ 療養介護医療に係る負担上限月額及びその適用期間 

  ス 処分に対する審査請求及び取消訴訟に関する教示 

  セ その他必要な事項 

 

（２）支給申請却下通知書の記載事項の例 

  ア 申請者氏名 

  イ 支給申請の内容、申請を却下する旨及びその理由 

  ウ 処分に対する審査請求及び取消訴訟に関する教示 

 

11 支給決定又は地域相談支援給付決定の変更 

  支給決定障害者等は、現に受けている支給決定に係る障害福祉サービスの種類、支給

量その他の厚生労働省令で定める事項を変更する必要があるときは、厚生労働省令で定
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めるところにより、市町村に対し、当該支給決定の変更の申請をすることができる（法

第２４条第１項）。  

また、市町村は、変更の申請又は職権により、法第２２条第１項又は法第５１条の７

第１項の厚生労働省令で定める事項（いわゆる「勘案事項」）を勘案し、支給決定障害

者等又は地域相談支援給付決定障害者につき、必要があると認めるときは、支給決定又

は地域相談支援給付決定の変更を行うことができる（法第２４条第２項又は法第５１条

の９第２項）。  

この場合、計画相談支援プロセスの効率化のため、支給決定の変更通知の写しを利用

者等の同意の上、直接市区町村から指定特定相談支援事業所にも送付すること。 

なお、運用上、申請による地域相談支援給付決定の変更は想定されないことに留意。 

（１）変更申請できる事項（則第１６条） 

支給量 

    ※ 障害福祉サービスの種類は、支給決定を障害福祉サービスの種類ごとに行う

ことから変更の対象とならず、利用するサービスの種類を変える場合は、新た

に利用するサービスについては新たな支給決定により、取り止めるサービスに

ついては支給決定の取消しにより行う（市町村において変更手続に準じて一体

的な手続で行うことは可能。）。 

    ※ 障害支援区分の変更は、職権若しくは支給量の変更申請に基づき支給決定の

変更を行う場合、又は新たなサービス種類の支給申請があった場合に、必要に

応じて行うこととなる（下記（３）イ参照）。 

 

（２）変更申請 

   支給決定の変更の申請をしようとする支給決定障害者等は、次に掲げる事項を記載

した申請書を市町村に提出しなければならない。 

ア 変更申請書の記載事項（則第１７条） 

(ｱ) 申請を行う障害者又は障害児の保護者の氏名、居住地、生年月日及び連絡先 

   (ｲ) 申請に係る障害者等が障害児の場合は、障害児の氏名、生年月日及び保護者と

の続柄 

(ｳ) 申請に係る障害者等の介護給付費等の受給の状況 

(ｴ) 申請に係る障害児が現に障害児通所支援又は指定入所支援を利用している場合

には、その利用状況 

(ｵ) 申請に係る障害者が現に介護保険法の規定による保険給付に係る居宅サービス

（同法第８条第１項に規定する居宅サービスのうち、同条第２項に規定する訪問

介護、同条第７項に規定する通所介護及び同条第９項に規定する短期入所生活介
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護に限る。）を利用している場合には、その利用状況 

   (ｶ) 申請に係る障害福祉サービスの具体的内容 

   (ｷ) 心身の状況の変化その他の当該申請を行う原因となった事由 

   (ｸ) その他必要な事項 

  イ 変更申請書の記載方法（様式例に基づく） 

   (ｱ) 変更の理由 

     心身の状況や介護を行う者の状況の変化など、支給量の変更を要することとな

った具体的な理由を記載する。 

(ｲ) 変更を申請するサービスの種類 

  現に支給決定を受けている障害福祉サービスのうち支給量の変更を希望するも

のを選択する。 

(ｳ) 申請に係る具体的内容 

  希望する変更後の一月当たりの支給量を記載する。 

(ｴ) その他事項 

（支給申請書の記載方法を参照。） 

 

（３）変更決定の手続 

  ア 調査 

    市町村は、支給量の変更の決定（障害支援区分の変更の認定を含む。）のために必

要があると認めるときは、支給申請時に準じて、障害者等又は障害児の保護者に面

接し、次の事項について調査を行うものとする。 

(ｱ) 当該障害者等の心身の状況 

(ｲ) 当該障害者等の置かれている環境 

(ｳ) 当該障害者等の介護を行う者の状況 

(ｴ) 当該障害者等に関する保健医療サービス又は福祉サービス等の利用の状況 

(ｵ) 当該障害者等又は障害児の保護者の障害福祉サービスの利用に関する意向の具

体的内容 

 ※ 変更決定の場合についても、サービス等利用計画案の提出依頼等について、

支給決定の場合と同様に行う。 

  イ 障害支援区分の変更認定 

    市町村は、支給量の変更の決定を行うに当たり、必要があると認めるときは、障

害支援区分の変更の認定を行うことができる。 

※ 支給量の変更申請に際して、障害支援区分の変更の必要性が特に問題とな

るものとしては、障害支援区分が支給量に密接に関連する居宅介護等の訪問
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系サービスが想定される。 

    実際に変更の認定手続を行うかどうかは、個別具体のケースに応じて市町村が必

要性を判断することとなるが、基本的には、支給決定障害者等が心身の状況の変化

を申し立てており、相当と認められることが判断の目安として考えられる。 

     ※ 支給決定障害者等が心身の状況の変化を申し立てている場合でも、現に認

定されている障害支援区分等を勘案し、変更申請があった支給量が支給決定

されると見込まれる場合には、必ずしも障害支援区分の変更の認定は必要な

い（その場合の障害支援区分の認定は、認定の有効期間の満了時又は介護給

付費に係る他の障害福祉サービスの支給申請時に行う。） 

     ※ 障害支援区分の変更の認定の有効期間は、新たな認定と同様に設定する（現

に認定されていた障害支援区分の有効期間の残存期間ではないこと。）。 

※ 既に障害支援区分の認定及び支給決定を受けて介護給付費又は訓練等給付

費（共同生活援助に係るものに限る。）に係る障害福祉サービスを利用してい

る者から、異なる種類の介護給付費又は訓練等給付費（共同生活援助に係る

ものに限る。）に係る障害福祉サービスの利用に係る支給申請があった場合も、

同様の考え方により、必要に応じて変更の認定を行う。 

ウ 変更の決定 

    支給決定時と同様、サービス等利用計画案その他の勘案事項を勘案し、当該市町

村の支給決定基準等に照らして変更の要否又は変更後の支給量を決定する。 

   (ｱ) 変更年月日（変更内容の適用年月日） 

     支給量は一月を単位として定めるため、変更後の支給量は、原則として変更を

決定した日の属する月の翌月の初日から適用するものとする。ただし、変更の決

定に係る障害者等の心身の状況、介護を行う者の状況等から緊急に支給量を変更

する必要がある場合は、市町村の判断により、変更の申請のあった月から適用す

ることとしても差し支えないものとする。 

     ※ 月の途中で障害支援区分が変更された場合の報酬区分の適用については、

月単位の適用とせず、変更の前後におけるそれぞれの区分に応じて日単位で

報酬区分を適用し、算定する。 

   (ｲ) 有効期間 

     変更後の支給量が適用される期間（有効期間）は、変更に係る支給決定の有効

期間の末日までとする（支給決定の有効期間は変更されない。）。 

  エ 変更決定の通知及び障害福祉サービス受給者証の記載変更 

   (ｱ) 変更決定及び障害福祉サービス受給者証提出の通知 

     市町村は、支給決定の変更の決定を行ったときは、次に掲げる事項を記載した
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書面により支給決定障害者等に通知して、障害福祉サービス受給者証の提出を求

める（則第１８条第１項）。ただし、支給決定障害者等の障害福祉サービス受給者

証が既に市町村に提出されているときは、提出に係る記載は要しない（則第１８

条第２項）。 

    ａ 支給決定の変更の決定を行った旨 

    ｂ 障害福祉サービス受給者証の提出の必要がある旨 

    ｃ 障害福祉サービス受給者証の提出先及び提出期限 

(ｲ) 障害福祉サービス受給者証の記載の変更 

市町村は、支給決定障害者等から障害福祉サービス受給者証の提出を受けたと

きは、変更後の支給量、障害支援区分の変更の認定を行った場合は変更後の障害

支援区分及びその有効期間を記載し、支給決定障害者等に返却する。 

      ※ 記載の方法は、「Ⅸ 受給者証の交付」を参照。 

 

12 支給決定又は地域相談支援給付決定に関する事項の変更の届出 

（１）氏名、居住地等の変更の届出 

      障害福祉サービス受給者証の交付を受けた支給決定障害者等又は地域相談支援受給

者証の交付を受けた地域相談支援給付決定障害者が、支給決定又は地域相談支援給付

決定期間内において、氏名その他厚生労働省令で定める事項を変更したときは、速や

かに、障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証を添えて、その旨を届け

出なければならない（令第１５条、令第２６条の７、則第２１条、第２２条、則第３

４条の４８）。 

  ア 厚生労働省令で定める事項 

    ① 支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者の居住地及び連絡先 

    ② 障害児の場合は障害児の氏名、保護者との続柄（地域相談支援給付決定の申

請の場合は除く。） 

    ③ 負担上限月額の算定のために必要な事項（地域相談支援給付決定の申請の場

合は除く。） 

  イ 届出の手続 

    次の事項を記載した届出書（様式第１４号）に障害福祉サービス受給者証又は地

域相談支援受給者証を添えて市町村に提出しなければならない。届出書には、変更

内容を証する書類を添付しなければならないが、市町村が公簿等によって確認でき

るときは省略させても差し支えない。 

    ① 支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者の氏名、居住地、生年月 

日及び連絡先 


